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第６章 計画の推進にあたって 
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１．推進体制 

本計画の目指す姿である「地域で支えあい、高齢者が住み慣れたわがまち能代で、

いつまでもいきいきと安心して暮らせるまちづくり」の実現のため、市や事業者、地

域、市民等が協働し、それぞれが役割を果たしながら、計画の推進を図ります。 

 

（１）役割分担の明確化 

①能代市の役割 

国等における制度改正や高齢者を取り巻く環境の変化、ニーズの多様化等、時代に

応じた様々な課題への対応が求められています。そのため、今後も、高齢者のニーズ

の的確な把握に努めるとともに、事業者、地域、市民等との連携を強化しながら、施

策の推進を図ります。 

 

②事業者の役割 

超高齢社会の進展に伴い、介護（予防）サービスや各種高齢者福祉施策の充実がよ

り一層求められることとなります。そのため、地域の一員として、行政や関係機関等

との連携を図りながら、介護・福祉サービスの充実に努めます。 

 

③地域の役割 

高齢者ができるだけ住み慣れた地域で生活を続けられるようにするためには、地域

の主体的な取組に基づいた支援やサービスの提供が必要です。そのため、地域の支え

合い活動等を通し、地域全体で高齢者の安心・安全な暮らしを支援します。 

 

④市民の役割 

要介護状態にならないよう、自ら健康づくりや介護予防に取り組むとともに、要介

護状態になった場合でも、有する能力の維持向上に努めます。また、地域住民の一員

として、互いに見守り、支えあいながら、高齢者が安心・安全に暮らせる地域づくり

に努めます。 
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（２）一体的な保健福祉サービスの提供体制の整備 

①国・県との連携 

本計画の推進にあたっては、国や県と密接な連携を図りながら、施策の実行に努め

ます。 

また、地方公共団体の責務として、住民のニーズを的確に把握しながら、利用者本

位のより良い制度に向けて、国・県に対して必要な要望を行うとともに、行財政上の

措置を要望していきます。 

 

②庁内組織との連携 

本計画において求められる取組は福祉分野に限られるものではなく、さまざまな分

野において適切な取組を実施することが必要となります。 

そこで、本計画については行政が一体となって推進する計画として位置付け、計画

の進行管理については、関係各課等との幅広い連携を図り、市全体で取り組んでいき

ます。 

 

③関係機関・団体との連携 

制度の谷間にあって対応できない困難ケースや、公的な福祉サービスだけでは対応

しきれない地域の多様なニーズについて、積極的に課題を発見し、解決していくため、

民生委員・児童委員、社会福祉協議会等との連携を図っていきます。 

 

④保健・医療・介護・福祉の連携 

サービス利用者の需要に的確に対応するために、保健・医療・介護・福祉の連携を

強化し、それぞれの機能と役割を十分踏まえた上で、効率的・効果的なサービスを提

供します。 
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■PDCAサイクルの概念図

計画

（Plan）

実行

（Do）

点検・評価

（Check）

改善

（Action）

○住民ニーズの理解・対応 ○施策の実施

○結果を把握、分析・評価

庁内関係各課での

調整・連携
広報などで情報

公開

○施策内容の改善・見直し

市民の

要望・意見

２．進行管理 

（１）計画の進行管理体制 

能代市活力ある高齢化推進委員会において、本計画の進捗状況を検証・評価して本

計画の推進を図るとともに、地域包括支援センター運営協議会等と連携して適切な進

行管理を図ります。 

また、計画の推進にあたっては、本計画の目指す姿の実現に向けた目標の達成状況

や各施策の進捗状況を把握し、Plan（計画の策定・見直し）、Do（施策の実施・運用）、

Check（施策の評価）、Action（検討・改善）による PDCA サイクル手法により進

行管理を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（２）計画の実施状況の公表 

計画の進行管理として定期的に実施する実施状況や計画の達成状況、介護保険の運

営状況等の点検・評価について、定期的に公表し、本計画に対する住民の理解を深め

られるように努めるとともに、進捗に問題や課題がある点については、改善に向けた

対応策の検討につなげていきます。 

 

（３）計画の普及・啓発 

本計画の取組が、実質的に高齢者の生活を支えるものとなるためには、その主旨や

仕組みを広く市民に理解してもらい、積極的に活用してもらうことが重要です。 

そのため、広報紙やホームページ等を通じて、本市における高齢者福祉、介護保険

事業の考え方や施策内容をわかりやすく情報発信していきます。 

多様な手段により、計画の普及・啓発を図り、高齢者福祉施策、介護保険事業への

理解を深め、積極的な住民参加と施策の活用の促進に努めます。 
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